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令和６年度志摩市迫子財産区会計歳入歳出決算審査意見の提出について 

 
地方自治法第２３３条第２項の規定により審査に付された令和６年度志摩市迫子財産

区会計の決算について、志摩市監査基準に基づき審査を行った結果、次のとおりその意

見を提出する。 
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凡      例 

 
１．文中及び表中に用いる比率は、原則として小数点以下第２位を四捨五

入した。 

したがって、構成比等において合計と内訳の合計比率が一致しない場

合がある。 

 

２．各表中の符号の用法は、次のとおりである。 

   「 △ 」・・・・マイナス（－）、減少、低下 

   「 － 」・・・・該当数値なし、算出不能なもの 

   「 0.0％ 」・・・０または単位未満のもの 

   「皆増」・・・・比率の対象となる該当数字がないもの又は「０」 

            から増加したもの 

   「皆減」・・・・比率の対象となる該当数字がなくなったもの又 

           は減少して「０」となったもの 
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令和６年度志摩市迫子財産区会計歳入歳出決算審査意見 

 
審査の概要 

 

第１ 審査の対象 

令和６年度 迫子財産区会計歳入歳出決算 

 

（附属書類） 

 令和６年度 迫子財産区会計歳入歳出決算事項別明細書 

 実質収支に関する調書 

 財産に関する調書 

 

 

第２ 審査の期間 

     令和７年８月１日 ～ 令和７年９月３０日 

 

 

第３ 審査の場所 

     志摩市役所 監査委員事務局 

 

 

第４ 審査の方法 

審査に付された歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、関係法令に準拠して作成されているか、計数は正確で

あるかについて関係諸帳簿証書類を審査して確認を行い、併せて関係職員から説明

を聴取して実施した。 

 

 

第５ 審査の結果 

審査に付された歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、それぞれ審査した結果、決算に関する計数は、いずれ

も正確であることを確認した。また、予算の執行、経理事務など財務に関する事務処

理状況等は、概ね適正に行われているものと認められた。 

以下審査の結果は、次に述べるとおりである。 
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 第６ 収支の状況  

決算額は、予算現額 2,842,000 円に対し、歳入決算額が 2,841,568 円、歳出決算額が

2,674,935 円となり、歳入歳出差引額は 166,633 円となっている。 

実質収支は黒字となっており、決算状況は「別表１」のとおりである。 

 
別 表 １ 

（単位：円、％） 

予算現額 
（Ａ） 

歳入決算額 
（Ｂ） 

収入率 
（Ｂ）/（Ａ） 

歳出決算額 
（C） 

執行率 
（C）/（Ａ） 

歳入歳出 

差 引 額 
（Ｂ）－（C） 

2,842,000 2,841,568 100.0 2,674,935 94.1 166,633 

 

 （１） 歳入の状況 

   歳入の状況は「別表２」のとおりである。 

 

別 表 ２ 
（単位：円、％、ポイント） 

区分 
 

年度 
予算現額 調定額 収入済額 

不  納 

欠損額 

収  入 

未済額 

収入率 

対予算 対調定 

令和６年度 2,842,000 2,841,568 2,841,568 0 0 100.0 100.0 

令和５年度 3,787,000 3,785,682 3,785,682 0 0 100.0 100.0 

差引増減 △945,000 △944,114 △944,114 0 0  0.0 0.0 

 

 

款別収入済額一覧表（前年度比較） 
(単位：円、％） 

区  分 
令和６年度 令和５年度 増減額（Ｃ） 

（Ａ）－（Ｂ） 

増減率 

（Ｃ）/（Ｂ） 金額（A） 構成比 金額（B） 構成比 

１．財産収入 1,338,616 47.1 434,923 11.5 903,693 207.8 

２．繰 越 金 170,952 6.0 155,759 4.1 15,193 9.8 

３．諸 収 入 0 0.0 0 0.0 0 － 

４．繰 入 金 1,332,000 46.9 3,195,000 84.4 △1,863,000 △58.3 

歳入合計 2,841,568 100.0 3,785,682 100.0 △944,114 △24.9 

 

歳入は、財産収入、繰越金及び財政調整基金からの繰入金となっている。 

収入の状況は、予算現額 2,842,000 円に対する収入済額は 2,841,568 円で、収入率は

100.0％となっている。調定額 2,841,568 円に対する収入率は 100.0％で、歳入合計は前年

度に比し 944,114 円（24.9％）減少している。これは主に繰入金の減少によるものである。 
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 （２） 歳出の状況 

  歳出の状況は「別表３」のとおりである。 

 
別 表 ３ 

 
(単位：円、％、ポイント） 

区分 
 

年度 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

令和６年度 2,842,000 2,674,935 0 167,065 94.1 

令和５年度 3,787,000 3,614,730 0 172,270 95.5 

差引増減 △945,000 △939,795 0 △ 5,205 △1.4 

 

款別支出済額一覧表（前年度比較） 
(単位：円、％） 

区  分 
令和６年度 令和５年度 増減額（Ｃ） 

（Ａ）－（Ｂ） 

増減率 

（Ｃ）/（Ｂ） 金額（A） 構成比 金額（B） 構成比 

１．議 会 費 1,014,874 37.9 1,006,694 27.9 8,180 0.8 

２．総 務 費 1,435,391 53.7 2,521,036 69.7 △1,085,645 △43.1 

３．諸支出金 224,670 8.4 87,000 2.4 137,670 158.2 

４．予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 － 

歳出合計 2,674,935 100.0 3,614,730 100.0 △939,795 △26.0 

 

主な歳出は、議会費と総務費である。 

支出の状況は、予算現額 2,842,000 円に対する支出済額は 2,674,935 円で、執行率は

94.1％となっている。歳出合計は前年度に比し 939,795 円（26.0％）減少している。 

款別では、総務費は主に建物解体撤去工事負担金の減少により、前年度に比し

1,085,645 円（43.1％）減少している。諸支出金は財産区議会議員選挙経費の志摩市一般

会計繰出金のため、前年度に比し 137,670 円（158.2％）増加している。 
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第７ 財産の状況 

財産の状況は次表のとおりである。 

 

  （１） 土 地 

(単位：㎡） 

前 年 度 末 残 高 決算年度中増減高 決 算 年 度末 残 高 

1,970,932 0 1,970,932 

 

  （２） 建 物 

(単位：㎡） 

前 年 度 末 残 高 決算年度中増減高 決 算 年 度末 残 高 

0 0 0 

 

  （３）  基 金 （財政調整基金） 

(単位：円） 

前 年 度 末 残 高 決算年度中増減高 決 算 年 度末 残 高 

272,600,391 85,956 272,686,347 

※債券（県債）190,000,000 円を含む。 



5 
 

むすび 

 

以上が令和６年度迫子財産区会計の決算並びに附属書類を審査した概要である。 

迫子財産区の会計は、概ね適正に実施されている。 

特に、財産区固有の収入が少額であるため、全ての支出を最小限にされている。 

財産区存立の本旨に従い適切な運営がなされている。 

財産区は、原則として執行機関を持たないため、財産区の事務の執行は市町村の

長その他の執行機関が処理することとなる。 

所有する財産の管理及び処分又は廃止については、当該住民の福祉を増進する

とともに、財産区のある市町村との一体性を損なわないように努めることが基本原則と

されており、地方公共団体である以上、住民の福祉の向上を目的とするため、財産区

所有の財産を処分することによって得られた対価は、市町村と同様に公共的な事業、

すなわち、財産区住民全体の福祉を向上させるような目的に使用すべきであると解さ

れる。 

迫子財産区においては、志摩市本会計と同様に、財政規律を守り次の世代に財産

区を引き継ぐ努力を続けられたい。 

 


